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こ　ど　も　関　連　資　料

定員増
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２００２年度
（平成14年度）

3996991,184（※）待機児童数（Ａ－Ｂ）

11,97811,67810,805保育所入所児童数（Ｂ）

12,37712,37711,989保育所申請児童数（Ａ）

＋120＋180　　　　　　　　

10,96510,395保育所定員児童数

5.93％5.98％人口に占める割合

76,22574,970就学前児童数

1,284,9631,253,261人口

２００３年度
（平成15年度）

（緊急対策後）

２００３年度
（平成15年度）

（年度当初）

２００１年度
（平成13年度）

※平成13年度までは、第一希望のみ入所申請者を含む。平成14年度からは、国基準から除外。

川崎市における児童数及び待
機児童数の推移

川 崎 市 の 児 童 数 と 児 童 福 祉 費 の 推 移
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少 年 （ 6 ～ 1 7 歳 ）

幼 児 （ 1 ～ 5 歳 ）
乳 児 （ 0 歳 ）

児 童 福 祉 費

児 童 数 の ピ ー ク は 1 9 7 8 年 度

2 7 8 , 4 8 5 人
総 人 口 に 占 め る 割 合 　 2 7 . 7 ％

　 2 0 0 2 年 度

児 童 数
　 2 0 7 , 4 7 2 人
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（虐待相談数は内数）

児童相談所における養護相談理由（虐待）の処理件数
（件）

・中央児童相談所の機能強化
・相談体制、専門性の強化
・一時保護所の整備
・里親制度の活用
・児童虐待防止センターの再配置

児童相談所の相談体制の確立
に向けて

児童虐待防止対策の推進
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 保育基本計画「個別事業計画」  

 

【事業体系】                             ※は，再掲事業 
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１ 待機児童の解消 
（保育受入枠の拡充）  

仕

事

と

育

児

の

両

立

支

援 

地
域
に
お
け
る
子
育
て
支
援 

３  公立保育所の運営
の見直し等 

５  地域における子育
て活動の支援  

２  多様な保育サービ
スの充実 

４  子育て家庭に対す
る支援の充実  

(1)保育所の整備（新築，増改築） 

(3)認可外保育施設・事業（地域保育園，おなか

ま保育室，家庭保育福祉員）の充実 

(2)駅周辺型保育所の整備 

※駅周辺型保育所の整備 

※基幹保育所の整備 

(1)長時間延長（１９時以降）保育の実施 

(3)年末保育事業の実施 

(2)休日保育の実施 

(4)運営体制の見直し（職員配置基準の見直し，

給食業務・用務業務の委託） 

(5)幼稚園等との連携 

(4)乳幼児健康支援預かり事業の拡充 

(3)民営化（駅周辺型保育所の整備，老朽施設の

改築）の推進 

※地域子育て支援センターの整備  

(2)一時保育事業の実施 

※ふれあい子育てサポート事業の推進 

(1)地域子育て支援センターの整備 

(1)ふれあい子育てサポート事業の推進 

(2)地域子育て自主グループへの支援 

  ・保育所における評価システムの構築 
６ ・情報の提供 
・説明責任 

 

※一時保育事業の実施 

(1)基幹保育所の整備 

(2)老朽保育所等の改修 

１ 待機児童の解消（保育受入枠の拡充） 
区  分 平成１４年度～平成１８年度 

保育所の整備（新築，増改築） ８９０人の定員の拡大 

 区  分 平成１４年度 平成１５年度～平成１８年度 計 

駅周辺型保育所の整備（再掲） ５か所 ７か所 １２か所 

区  分 平成１４年度～平成１８年度 

認可外保育施設･事業（地域保
育園，おなかま保育室，家庭保

育福祉員）の充実 
１１０人の受入の拡大 

２ 多様な保育サービスの充実 
区  分 平成１４年度 平成１５年度～平成１８年度 計 

長時間延長（１９時以降）保育

の実施 
３か所 １１か所 １４か所 

区  分 平成１４年度 平成１５年度～平成１８年度 

休日保育の実施 ― か所 ５か所 

区  分 平成１４年度 平成１５年度～平成１８年度 

年末保育の実施 ６か所 実施 

区  分 平成１３年度末 平成１４年度 平成１５年度～平成１８年度 計 

乳幼児健康支援預かり事

業の拡充 
１か所 ― １か所 ２か所 

区  分 平成１４年度～平成１８年度 

幼稚園等との連携 
・預かり保育の充実や施設の活用等により，幼児の受入枠の拡大を図る。 

・幼稚園･保育園連携モデル園の検討を行う。 

３ 公立保育所の運営の見直し等 
区  分 平成１４年度 平成１５年度～平成１８年度 計 

基幹保育所の整備 ３か所 ４か所 ７か所 

区  分 平成１４年度～平成１８年度 

老朽保育所等の改修 ３か所 

区  分 平成１４年度～平成１８年度 

民営化（駅周辺型保育所の整

備，老朽施設の改築）の推進 
３か所 

区  分 平成１４年度～平成１８年度 

運営体制の見直し（職員配置の

見直し，給食業務・用務業務の

委託） 

公立保育所の役割変化に対応した組織・職員配置・勤務体制などを見直し，効率的な

保育所運営の確立を目指す。 

４ 子育て家庭に対する支援の充実 
区  分 平成１４年度 平成１５年度～平成１８年度 計 

地域子育て支援センターの整備 ７か所 ６か所 １３か所 

区  分 平成１４年度 平成１５年度～平成１８年度 計 

一時保育事業の実施 ６か所 ９か所 １５か所 

５ 地域における子育て活動の支援 
区  分 平成１４年度～平成１８年度 

ふれあい子育てサポート事業

の推進 
全市展開（ふれあいサポートセンターの設置） 

区  分 平成１４年度～平成１８年度 

地域子育て自主グループへの

支援 
支援の実施 

６ 保育所における評価システムの構築，情報の提供，説明責任 
区  分 平成１４年度～平成１８年度 

保育基本計画目標 
・保育所への総合的な評価システムの導入 

・情報の提供，説明責任 
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　　　　高齢者施策

介護・支援を必要とする高齢者 虚弱傾向にある高齢者 健康・元気高齢者

〇介護保険サービス　　〇介護保険推進事業

〇在宅福祉サービス　　〇痴呆性高齢者支援サービス
　　　　　
〇相談窓口　　　　　　　〇外国人支援事業

〇ひとり暮らし支援サービ
ス

〇介護予防事業

〇生涯現役対策事業

基盤整備・環境整備

〇施設整備等　〇人材養成事業　〇住宅・施設サービス

　高　齢　者　関　連　資　料
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国勢調査結果及び川崎市
将来人口推計値による

年齢階層別人口の推移と今後の見通し
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国勢調査結果

６５歳以上の親族のいる世帯数の推移
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第 1 号 被 保 険 者 数 及 び 要 介 護 等 認 定 者 数 の 推 移

人

50,000人

100,000人

150,000人

200,000人

250,000人

平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年度 平成19年

5%
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9%

11%

13%

15%

17%

19%

21%

23%

25%

　第1号被保険者数
　要介護等認定者（第1号被保険者）数
　認定者（第1号被保険者）の占める割合

介護サービス利用者数の推移

29,911人

27,204人

24,513人

21,843人

19,124人

16,009人

13,875人

10,589人

6,306人

5,705人

5,172人

4,724人
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3,595人

3,103人
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23,605人

21,499人

19,341人

17,119人

15,039人

12,414人

10,772人

7,687人

平成19年

平成18年

平成17年

平成16年

平成15年

平成14年

平成13年

平成12年

　居宅サービス利用者数

　施設サービス利用者数

　合　　　計

1 0
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5 0

6 0

7 0
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特定非営利活動法人設立登記数(累積、平成15年11月末現在)

神奈川県特定非営利活動法人名簿から作成
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障　害　者　関　連　資　料

4,885

21,000

27,391

在宅サービス利用者数　　　約　４，０００人

施設サービス利用者数　　　約　１，５００人

総 計 　約 ５万 人

身体障害者

精神障害者

知的障害者

約

川崎市の障害者の現況
身体障害者数
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①身体障害者の年齢構成
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②知的障害者の年齢構成
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4％ 40％ 47％ 9％

③精神障害者の年齢構成（精神障害者通院医療費公費負担利用者数による）

精神障害者数
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身体障害者（児）数、知的障害者（児）数の推移

18,688
19,521

20,310
21,240

22,123
23,175

24,242
25,297

25,899
25,212

3,135 3,239 3,376 3,488 3,519 3,681 3,812 4,068 4,288 4,538

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度

（人）

身 体 障 害 者 （ 児 ）

知 的 障 害 者 （ 児 ）

・利用制度化
・特定の対象から普遍的な対象へ
・保護から自立支援

社会福祉基礎構造改革

・施設から地域へ
・当事者主体の支援
・バリアフリーの推進
・権利の擁護

ノーマライゼーションの実現

・障害者と家族の高齢化

・養護学校卒業生対策の継続

・一般就労の困難化

・支援費制度などの新しい制度への対応

（居宅支援の拡大）

川崎市の課題

障害者施策の変化

障害者支援策の目標の設定

　相談支援体制の整備

地域生活を支える福祉基盤の整備リハビリテーション支援の整備

ケアマネジメント･
多様なサービスの活用と援助

⇒障害者生活支援センター

支援費サービス；日中活動の場の確保
･住まいの場の確保

ノーマライゼーション

障害者支援施策の方向性

専門的支援･障害の軽減と
最適な地域生活･福祉機器
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川 崎 市 の 被 保 護 世 帯 数 と 生 活 保 護 費 の 推 移

0

2 , 0 0 0

4 , 0 0 0

6 , 0 0 0

8 , 0 0 0

1 0 , 0 0 0

1 2 , 0 0 0

1 4 , 0 0 0

1 6 , 0 0 0

1 8 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0

1 9 7 1 1 9 7 4 1 9 7 7 1 9 8 0 1 9 8 3 1 9 8 6 1 9 8 9 1 9 9 2 1 9 9 5 1 9 9 8 2 0 0 1 （ 年 度 ）

（ 世 帯 数 ）

0

5 , 0 0 0 , 0 0 0

1 0 , 0 0 0 , 0 0 0

1 5 , 0 0 0 , 0 0 0

2 0 , 0 0 0 , 0 0 0

2 5 , 0 0 0 , 0 0 0

3 0 , 0 0 0 , 0 0 0

3 5 , 0 0 0 , 0 0 0

4 0 , 0 0 0 , 0 0 0

4 5 , 0 0 0 , 0 0 0

（ 千 円 ）

被 保 護 世 帯 数

生 活 保 護 費

地　域　福　祉　関　連　資　料

川 崎 市 の 被 保 護 世 帯 の 世 帯 類 型 別 の 推 移

0

2 0 0 0

4 0 0 0

6 0 0 0

8 0 0 0

1 0 0 0 0

1 2 0 0 0

1 4 0 0 0

1 9 8 4 1 9 8 6 1 9 8 8 1 9 9 0 1 9 9 2 1 9 9 4 1 9 9 6 1 9 9 8 2 0 0 0 （年度）

（世帯数）

そ の 他 の 世 帯
傷 病 者 ・ 障 害 者 世 帯
母 子 世 帯
高 齢 者 世 帯

高 齢 者 世 帯 5 , 1 9 5

そ の 他 世 帯 1 , 4 3 9

傷 病 者 ・障害者世帯 4 , 9 1 9

母 子 世 帯 1 , 2 0 4

2 0 0 1 年 度 の 状 況

11.3%

40.7%

9.4%

38.6%

‘生活保護の適正執行’‘生活保護の適正執行’

自立支援対策自立支援対策

‘真に保護の必要な者 ’の見極め

・新規認定時の保護要件の適切な判断

・調査（関係先・病状等）の充実徹底

生活保護の自立支援施策展開と基本方向

‘自立環境整備のための支援’

・基本的生活習慣の確立

・各種社会保障制度の活用

・親族等との関係改善

自立可能者の抽出

‘経済的自立支援’

　　　　　　　　　　＝ ‘就労支援の強化’

・（仮称）自立支援相談員の新設、

　ＣＷとの連携による徹底した就労指導

　＊国庫補助率10/10
・技能習得費の積極的活用

・第２種宿泊事業者との連携による就労

　支援・指導の徹底

・現行保護要件の再精査

第２種社会福祉事業（宿泊事業）実施状況

２１

１

４

２

４

―

４

６

施 設 数

８５０８５１９２６合 　計

６３６４６５麻生区

１２３１２３１２４多摩区

６８６８７２宮前区

１３２１３２１４４高津区

―――中原区

１１８１１８１１８幸区

３４６３４６４０３川崎区

被保護者数（人）入 所 実 員 （人）入 所 定 員 （人）区 　域

平成１５年９月現在

生活保護に係る年間扶助費（推計）

合 計 　　１，３８１，８９６千円

生活保護に係る年間扶助費（推計）

合 計 　　１，３８１，８９６千円
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川崎市の野宿生活者　　　　約１，０００人

（川崎駅周辺　２５０人／富士見周辺　３００人／河川敷　３００人／その他　１５０人）　

〈自立支援センターの

　　　　　　　　　　早期整備〉

・職安と連携した指導・

　　　　　　　職場開拓の徹底

・就労後のアフターケア

　（グループホーム・

　　　　　　　通所事業など）

〈自立支援センターの

　　　　　　　　　　早期整備〉

・職安と連携した指導・

　　　　　　　職場開拓の徹底

・就労後のアフターケア

　（グループホーム・

　　　　　　　通所事業など）

野宿生活者の自立支援施策展開の基本方向
～　ホームレス状況を踏まえた自立支援　～　

就労対象者

（元気・若年者等）

グレーゾーンの対象者

（アル中・精神疾患等課題のある者）

高齢者・虚弱者

（保護援護を必要とする者）

‘野宿生活者の実態把握と分類’

リフレッシュデイセンター（総合相談事業）／豊屋を活用した相談・調査／ケースワークの充実

‘野宿生活者の実態把握と分類’

リフレッシュデイセンター（総合相談事業）／豊屋を活用した相談・調査／ケースワークの充実

〈生活保護等の適正な運用〉

・生活保護

・救護施設、特養ホーム等

　との連携

〈生活保護等の適正な運用〉

・生活保護

・救護施設、特養ホーム等

　との連携

〈特性の見極めと振分け〉

・野宿生活者支援市民事業

　（簡易就労）の活用

・生活保護ケースワークの

　活用（アル中、精神相談等）

〈特性の見極めと振分け〉

・野宿生活者支援市民事業

　（簡易就労）の活用

・生活保護ケースワークの

　活用（アル中、精神相談等）

【第１期】　就労など自立支援の基本方向の確立
　①　ワンナイトシェルター・リフレッシュデイセンターの開所

　②　野宿生活者市民事業の実施　（ＮＰＯによる‘社会参加・半就労の場’の創出）

　　　　自立支援センターの設置準備

　　　　川崎駅周辺の環境改善

　③　自立支援センターの開所

　④　食料現物支給事業の縮小・廃止に向けた取組み　

【第１期】　就労など自立支援の基本方向の確立

　①　ワンナイトシェルター・リフレッシュデイセンターの開所

　②　野宿生活者市民事業の実施　（ＮＰＯによる‘社会参加・半就労の場’の創出）

　　　　自立支援センターの設置準備

　　　　川崎駅周辺の環境改善

　③　自立支援センターの開所

　④　食料現物支給事業の縮小・廃止に向けた取組み　

野宿生活者の自立支援施策展開のスケジュール

～ 　平成１５年度から平成２４年度までの１０年間の緊急施策　～

【第２期】　自立支援施策の本格実施　

　①　自立支援センター２ヶ所目の調査～建設

　②　自立支援補完施策　（アフターケア、グループホーム、通所事業など）

　③　川崎駅周辺、富士見公園周辺の環境改善

　④　食料現物支給事業の縮小・廃止に向けた取組み

　④　ワンナイトシェルターの移転、及びそれに伴う規模縮小（予定）　

【第２期】　自立支援施策の本格実施　

　①　自立支援センター２ヶ所目の調査～建設
　②　自立支援補完施策　（アフターケア、グループホーム、通所事業など）

　③　川崎駅周辺、富士見公園周辺の環境改善

　④　食料現物支給事業の縮小・廃止に向けた取組み

　④　ワンナイトシェルターの移転、及びそれに伴う規模縮小（予定）　

【第３期】　自立支援施策の完成　

　①　就労支援（自立支援センターと補完施策）と生活保護を両輪とした対策の本格展開

　②　公園・河川敷の青テント撤去に向けた取組み

　③　自助・共助・公助のバランスのとれた地域ホームレス対策の展開

【第３期】　自立支援施策の完成　

　①　就労支援（自立支援センターと補完施策）と生活保護を両輪とした対策の本格展開

　②　公園・河川敷の青テント撤去に向けた取組み

　③　自助・共助・公助のバランスのとれた地域ホームレス対策の展開
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川 崎 市 の 国 民 健 康 保 険 加 入 者 数 と 一 般 会 計 負 担 額 の 推 移
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被 保 険 者 数

一 般 会 計 負 担 額 ( 千 円 )

健　康　・　医　療　関　連　資　料
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年金

医療

社会保障給付費と今後の見通し（全国）

社会保障人口問題研究所データをもとに作成

事業健康づくり推進のための体系図（成人）  
  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 健診数 

 38,915人 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

  

  

  

川 
 

崎 
 

市 
 

民
（
自
助
） 

（公助）  
健康状態の把握  
(医療機関実施) 

◎基本健康診査  
 ＜15年度予算額＞ 

   1,950,031千円 
  検診数：103,730 人 

 
◎がん検診 
    623,267千円 
・胃がん  370,802 千円 
   検診数：29,000人 

・子宮がん 176,414 千円 
   検診数：15,700人 
・肺がん  22,107千円 

   検診数：12,800人 

・乳がん  43,874千円 
   検診数：8,800人 
・大腸がん 10,070千円 
   検診数：2,900人 

受診 

（公助） 
保健福祉センター（かわさき健康づくり２１の推進） 

（15年度予算額）

健  康  増  進              46,096 千円 

・かわさき健康ニューファミリー事業  13,339 人  3,033千円 

・家庭の健康セミナー・市民健康デー等  9,611 人  5,598千円 

・健康増進教室・女性の健康づくり   37,660人  24,140千円 

・歯科保健・栄養指導         170,621人 13,325千円 

生活習慣病予防 →健診結果、要指導者に生活習慣改善指導実施  

生活習慣病予防を推進するための事業      12,268千円 

・健康教育             31,224人  5,208千円 

・個別健康教育             160 人  1,648千円 

・健康相談             17,204人  5,412千円 

・家庭訪問 

要介護状態予防              38,127 千円 
・高齢者ふれあい事業        5,264人   3,213千円 

・機能訓練教室          10,479人   11,916千円 

・痴呆性老人介護教室        2,654人   5,333千円 

・訪問指導             3,353人   17,665 千円 

 
（ 共 助 ）  

◎地域の健康づくり活動  
・食生活改善推進員連絡協議会 

・運動普及推進員連絡協議会 

◎障害者の活動  
・七和会（脳血管障害者等のリハビリグループ）

・パーキンソン氏病友の会 

障
害
者
支
援 

高
齢
者
支
援 

介
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 4 5  0 5 2

 4 8  0 1 6
 5 0  1 2 8

 2 3  7 9 6
 2 6  2 3 6

 2 7  6 3 8
 2 9  0 2 8  3 0  0 3 8

-

 1 0  0 0 0

 2 0  0 0 0

 3 0  0 0 0
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 6 0  0 0 0

１９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年

総数

急病

川崎市統計書

救急の現況（出動件数）の推移

（出場件数は内数）
（件）
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救急医療体制の充実に向けて

救急医療体制

　　　　　　　　　　　
　　　

初期救急医療体制
　・初期的な医療と比較的軽症な救急患者を対象

第二次救急医療体制
　・入院や手術が必要な救急患者を対象

第三次救急医療体制
　・救命処置を必要とする救急患者を対象

初期救急医療体制の現状

救急告示医療機関　３１施 設

聖マリアンナ医科大学病院夜間急患セ
ンター

歯科保健センター（全市４か所）

　　歯科医師会館・中原・久地・百合丘

耳鼻科救急患者応需（全市１か所輪番

制 ）

小児急病センター（小児科）

　南部：市立川崎病院内

　北部：多摩休日夜間急患診療所内

眼科救急患者応需（全市１か所輪番制）

多摩休日夜間急患診療所（内科）各区休日急患診療所（内科・小児科）

夜　　　　間休　　　　日

第二次救急医療体制の現状

病院群輪番制病院（小児科８病院）

　・小児急病センターを中心とする

　後方受け入れ支援

病院群輪番制病院（３１病院）

　・南北医療圏に各１か所

休日二次応需病院（２９病院）

　・南北医療圏に各１か所

　

夜　　　　間休　　　　日
　　　　　　　　　　　
　　　

第三次救急医療体制の現状

聖マリアンナ医科大学病院救命救急センター

　　・第二次救急医療の後方支援

２４時間／３６５日
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